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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

 

［１］街なか居住の推進の必要性  

（１）街なか居住の現状と必要性 

中心市街地内では、本市の都市圏への交通利便性の高さから、駅周辺を中心として、

特に若いファミリー層を対象とした集合住宅の整備が民間企業により進められていると

ころである。 

しかしながら、競合する周辺都市への人口流出も見られており、今後ますます都市間

競争が厳しくなるなかで、本市では、シティプロモーション事業、まちなみ景観整備促

進事業など中心市街地内の街なか居住施策を積極的に展開するとともに、本市の新たな

魅力付けに重点をおいた事業展開を図ることが有効であると考えられる。 

そのため、「ことば文化都市伊丹」を掲げた都市ブランドイメージの向上を図り民間企

業による一層の住宅整備を誘導することにより、より魅力的な街なか居住を推進してい

くことが必要である。 

これらの都市条件の中で、民間による居住推進事業は、中心市街地の活性化に必要な

事業であり、本基本計画に位置付ける。 

 

（２）フォローアップの考え方 

毎年度末に居住人口の動向等の確認を行い、必要に応じて事業実施の検討等を実施す

る。 

 

 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

該当なし 
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（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事

業 

事業名、内容 
及び実施時期 

実施主体 
中心市街地の活性化を実現す
るための位置付け及び必要性 

支援措置の内容
及び実施時期 

その他
の事項 

【事業名】 
分譲マンション
バリアフリー化
推進事業 

伊丹市 分譲共同住宅の階段等に手
すりや段差解消のスロープを
設置するなど、共用部分のバリ
アフリー化を実施した場合、管
理組合に対し、費用を助成す
る。 
これは転入を促し、都市力を

増進させるため、中心市街地の
活性化に必要な事業である。 

【支援措置】 
社会資本整備総
合交付金（地域
住宅計画に基づ
く事業（地域住
宅政策推進事
業）） 

 

【内容】 
バリアフリー改
修の費用助成 

【実施時期】 
平成 18年度～ 

【実施時期】 
平成 17年度～ 
【事業名】 
分譲マンション
管理セミナー事
業 

伊丹市 マンション居住者の方々の
快適なマンションライフに役
立てるように、特にご相談の多
い管理・運営問題をテーマに、
伊丹市マンション管理セミナ
ーを開催する。 
これは中心市街地の活性化に
必要な事業である。 

【支援措置】 
社会資本整備総
合交付金（地域
住宅計画に基づ
く事業（地域住
宅政策推進事
業）） 

 

【内容】 
マ ン シ ョ ン 管
理・運営問題をテ
ーマとしたセミ
ナー開催 

【実施時期】 
平成 18年度～ 

【実施時期】 
平成 14年度～ 

【事業名】 
（仮称）空き家活
用支援事業 

伊丹市 市内の空き家等を活用する子
育て世帯等に改修費の一部を
補助することで、本市への移
住・定住を促進するとともに空
き家の解消に向けて取り組む
事業として、目標３「もてなし
心のある、住みたい郷町（まち）
なか」に資する事業に位置づけ
られる。 
中心市街地の居住地人口及び
２軸における歩行者・自転車通
行量の増加が見込まれること
から、これは中心市街地の活性
化に必要な事業である。 

【支援措置】 
・社会資本整備
総合交付金（地
域住宅計画に基
づく事業（地域
住宅政策推進事
業）） 

 

【内容】 
市内への転入者
に対して一定期
間空き家となっ
ている中古住宅
の改修費用を補
助する事業 

【実施時期】 
令和 3年度～ 

【実施時期】 
令和 3年度～ 

 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 
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事業名、内容 
及び実施時期 

実施主体 
中心市街地の活性化を実現す
るための位置付け及び必要性 

支援措置の内容
及び実施時期 

その他
の事項 

【事業名】 
民間賃貸住宅ス
トック活用事業 

伊丹市 市営住宅整備基準に適した
優良な民間賃貸住宅の空き家
を借り上げ、市営住宅として提
供する。市営住宅の公設公営か
ら民設公営へと転換していく。 
これは転入を促し、都市力を

増進させるため、中心市街地の
活性化に必要な事業である。 

【支援措置】 
公的賃貸住宅家
賃対策調整補助
金 

 

【内容】 
優良な市営住宅
の供給 

【実施時期】 
平成 28年度～ 

【実施時期】 
平成 28年度～ 
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（４）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 
及び実施時期 

実施主体 
中心市街地の活性化を実現す
るための位置付け及び必要性 

国以外の支援措
置の内容及び実
施時期 

その他
の事項 

【事業名】 
宮ノ前２丁目分
譲マンション建
設事業 

民 間 事
業者 

区域内の近隣商業地域に
11 階建の分譲マンションを
建設し、まちなか居住を促進す
る。 
これは、中心市街地の活性化

に必要な事業である。 

  

【内容】 
高層分譲マンシ
ョンの建設事業 

 

【実施時期】 
平成 28年度 

【事業名】 
伊丹３丁目分譲
マンション建設
事業 

民 間 事
業者 

区域内の近隣商業地域に
10 階建の分譲マンションを
建設し、まちなか居住を促進す
る。 
これは、中心市街地の活性化

に必要な事業である。 

  

【内容】 
高層分譲マンシ
ョンの建設事業 

 

【実施時期】 
平成 28年度 

【事業名】 
伊丹１丁目分譲
マンション建設
事業 

民 間 事
業者 

区域内の商業地域に７階建
の分譲マンションを建設し、ま
ちなか居住を促進する。 
これは、中心市街地の活性化

に必要な事業である。 

  

【内容】 
分譲マンション
の建設事業 

 

【実施時期】 
平成 28年度 

【事業名】 
西台１丁目分譲
マンション建設
事業 

民 間 事
業者 

区域内の商業地域に８階建
の分譲マンションを建設し、ま
ちなか居住を促進する。 
これは、中心市街地の活性化

に必要な事業である。 

  

【内容】 
分譲マンション
の建設事業 

 

【実施時期】 
平成 28年度 

【事業名】 
西台３丁目分譲
マンション建設
事業 

民 間 事
業者 

区域内の商業地域に５階建
の分譲マンションを建設し、ま
ちなか居住を促進する。 
これは、中心市街地の活性化

に必要な事業である。 

  

【内容】 
分譲マンション
の建設事業 

 

【実施時期】 
平成 28年度 
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事業名、内容 
及び実施時期 

実施主体 
中心市街地の活性化を実現す
るための位置付け及び必要性 

国以外の支援措
置の内容及び実
施時期 

その他
の事項 

【事業名】 
三世代同居・近居
促進事業 

伊丹市 三世代家族の形成を促進し、
高齢者の孤立を防ぐとともに
「親・子・孫の絆」の再生を図
ることを目的として、子世帯の
転入を促し都市力を増進させ
る。 
これは中心市街地の活性化

に必要な事業である。 
 

  

【内容】 
三世代家族の形
成促進事業 

 

【実施時期】 
平成28年度～令
和２年度 
【事業名】 
まちなみ景観整
備促進事業 
※再掲 

伊丹市 兵庫県の一般市で初めて景
観条例を制定した本市では、景
観条例に基づいた落ち着いた
まちなみ景観を形成すること
により、交流人口の増加及び来
街者の回遊性の向上を図る。そ
のため、中心市街地活性化に必
要な事業である。 

  

【内容】 
景観条例に基づ
いたまちなみ景
観の促進 

 

【実施時期】 
昭和 59年度～ 

【事業名】 
シティプロモー
ション事業 

伊丹市 対象を子育て世代に特化し
た「住みたいまち伊丹」、清酒
文化を伝える「清酒発祥の地 
伊丹」など、ターゲットを絞っ
た、戦略的なシティプロモーシ
ョンを強力に推し進め「まちの
魅力」を増進し、それを「戦略
的・効果的に」発信する。 
これは転入を促し、都市力を

増進させるため、中心市街地の
活性化に必要な事業である。 

  

【内容】 
総合的、戦略的に
まちの魅力発信 

 

【実施時期】 
平成 27年度～ 

 


